
【 令和2年 】
労働・社会保険関連の

法令改正情報

東洋労働保険協会



1

今年度の主な法令等改正事項

○ 令和2年度の雇用保険料率・労災保険率
雇用保険料率、労災保険率ともに令和元年度から変更はありませんが、 65歳以上

被保険者の雇用保険料免除は本年度から廃止されています。

〇 労働基準法の一部を改正する法律
令和2年４月施行の民法改正に合わせて、賃金請求権の消滅時効期間が変更になります。
ただし、年次有給休暇や退職手当・災害補償の消滅時効期間は変わりません。

〇 雇用保険法等の一部を改正する法律
高齢者や複数就業者等に対応したセーフティネット整備、就業機会の確保等が図られます。

〇 年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律
短時間労働者の被用者保険の適用拡大、在職中の年金受給の在り方の見直し、年金受給

開始時期の選択肢の拡大、確定拠出年金の加入可能要件の見直し等が図られる予定です。
（5/18時点で衆院可決成立、今後参院審議を経て今国会で成立予定）

〇パワーハラスメント防止措置の義務化
本年6月1日よりパワハラ防止措置義務化を定めた労働施策総合推進法が施行されます。

（中小企業は令和4年4月1日施行）
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雇用保険料率・労災保険率

雇用保険料率・労災保険率は、令和元年度から変更なし

令和2年4月から、「免除対象高年齢労働者」（65歳以上被保険者の雇用保険料免除）
の仕組みが廃止されました。そのため、昨年と賃金総見込額が同額でも、令和元年度
の確定保険料と令和2年度の概算保険料が異なる場合があります。

（厚生労働省リーフレットより）
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労働基準法の一部を改正する法律

未払賃金の消滅時効期間は3年に延びる（当分の間）

□ 賃金請求権の消滅時効期間の延長等
・ 賃金請求権の消滅時効が、2年から５年に延長されました。

ただし、当分の間は３年とされます。
・ 退職手当（５年）、災害補償（2年）、年次有給休暇（２年）の請求権は、

現行の各消滅時効期間が維持されます。

□ 記録の保存期間等の延長
・ 賃金台帳等の記録の保存期間は、3年から5年に延長されました。

ただし、当分の間は３年とされます。
・ 割増賃金未払等に係る付加金の請求期間は、2年から５年に延長されました。

ただし、当分の間は３年とされます。

※ 令和2年4月1日以後に賃金支払日が到来する賃金請求権について、新たな消滅時効
期間（3年）が適用されます。

※ 「付加金」・・・解雇予告手当・休業手当・割増賃金等を支払わない使用者に対し、
裁判所が労働者の請求に基づき、それら未払金に加えて支払いを
命ずることができる金銭のこと。

※ 改正施行５年経過後の令和7年を目途に、賃金請求権の消滅時効期間・賃金台帳の
保存期間・付加金の請求期間は「5年」とされる可能性があります。

※施行日：令和2年４月１日
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労働基準法の一部を改正する法律 ※施行日：令和2年４月１日

現行法
改正法

（令和2年4月1～）

賃金請求権の消滅時効期間 2年
5年

※当分の間3年

付加金の請求期間 2年
5年

※当分の間3年

退職手当請求権の消滅時効期間 5年 5年

年次有給休暇請求権の消滅時効
期間

2年 2年

労災補償請求権の消滅時効期間 2年 2年

賃金台帳等の書類保存義務 3年
5年

※当分の間3年
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雇用保険法等の一部を改正する法律

70歳までの就労確保が求められ、高年齢継続給付は縮小される

・高齢者の就業機会の確保及び就業の促進
企業は65歳から70歳までの高年齢者就業確保措置（定年引上げ・継続雇用制度の導入・
定年廃止）を努力義務として講じ、70歳までの就業を支援する必要があります。
ただし、労使で同意した上での「雇用によらない措置※」を講じることでもよい、
とされています。
※ 「雇用によらない措置」・・・

継続的に業務委託契約する制度、社会貢献活動に継続的に従事できる制度の導入など。

※施行日：令和3年4月1日

・高年齢雇用継続給付は令和７年度から縮小
65歳まで継続雇用する労働者を限定できる特例制度（高年齢者雇用安定法）は、
令和6年度で終了します。これをもって「65歳までの継続雇用制度が進展した」
とされ、令和7年度から高年齢雇用継続給付が縮小する予定です。
（再雇用時の賃金低下率の下限が現状の100分の61から100分の64に引き上げられ、
支給率の上限が100分の15から100分の10に引き下げられる）

※施行日：令和7年4月1日
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雇用保険法等の一部を改正する法律

副業先がある場合、その賃金額も合算して労災保険が給付される

副業・兼業を行う複数就業者※の労災保険給付（通勤災害を含む）について、改正後は
「非災害発生事業場」（災害発生事業場以外の副業・兼業先）の賃金額も合算した上で、
労災給付額を算定することになります。

※複数就業者・・・下記のいずれかに該当する者。
①同時期に複数の事業と労働契約関係にある者
② 一以上の事業と労働契約関係にあり、かつ他の就業について労災特別加入

している者
③複数就業について労災特別加入している者

□ 複数就業者の休業補償給付等（通勤労災も同様）
非災害発生事業場の賃金額も合算した上で、給付額が決定されます。

□ 就業先と副業・兼業先の責任の範囲など
・非災害発生事業場の事業主は、労基法に基づく災害補償責任は負いません。
・災害発生事業場の事業主は、非災害発生事業場での賃金を基礎とした給付分

までは、労基法に基づく災害補償責任を負いません。
・一方の就業先の負荷のみでは疾病との因果関係が認められず、複数就業先での

負荷を総合して疾病との因果関係が認められる場合（過重労働など）、各々の
就業先では労基法に基づく災害補償責任を負いません。

※施行日：公布後６月を超えない範囲で政令
で定める日(令和2年度施行見込）
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雇用保険法等の一部を改正する法律

（第83回 労働政策審議会労働条件分科会労災保険部会 資料より）

（参考資料）現行の複数就業者の労災認定における課題
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雇用保険法等の一部を改正する法律

２つの企業で合計週20時間就労すれば雇用保険が適用（65歳以上）

複数の職場で就労する労働者（「マルチジョブホルダー」）は、雇用保険の適用について、
まずは65歳以上を対象に、「本人の申し出」を前提として適用されることになります。
（施行後５年を目途に、この「試行」の効果が検証される予定）

（要件）
・二以上の企業に雇用される65歳以上の者であること
・一つの企業における１週間の所定労働時間が20時間未満であること
・二つの企業の1週間の所定労働時間の合計が20時間以上であること
・事業主は、労働者がこの申し出をしたことを理由として不利益な取り扱いを

してはならない
→申出を行った日から「高年齢被保険者」となる。

※週の所定労働時間が５時間以上の事業所を合算の対象とし、合算する事業所の数は
２つとされます。

※一事業所において週20 時間以上労働することを前提として設定されている、
現行の賃金日額の下限の適用は外されます。

※施行日：令和4年1月1日
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雇用保険法等の一部を改正する法律

月の出勤が1１日なくても80時間就労すれば「被保険者期間」となる

失業手当などの受給資格の判定は、従来の「賃金支払の基礎日数が 11日以上ある月」
の条件が満たせない場合でも、「当該月における労働時間が80時間以上」あれば、
算入できるようになります。

（改正後の失業等給付の受給資格の判定）
「被保険者期間が12か月（特定理由離職者及び特定受給資格者の場合は６か月）に満たない
場合は、賃金の支払いの基礎となった日数が11日以上であるもの又は賃金の支払の基礎と
なった時間数が80時間以上であるものを1か月として計算すること」

※いままでは、パートで週２日と週３日の労働を定期的に継続する場合など、
雇用保険の被保険者資格を満たしていても、賃金支払いの基礎となる日数が
11日未満となることがあり、失業手当の受給のための被保険者期間に算入
されないという問題が生じていました。今回の改正は、そうした問題を改善
する趣旨になります。

※施行日：令和2年8月1日
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雇用保険法等の一部を改正する法律

300人を超える企業は、中途採用者の割合を公表しなければならない

この改正の目的は、職場情報をより一層「見える化」し、中途採用を希望する労働者と
企業のマッチングを促進することです。
労働者数301人以上の大企業は、中途採用に関する情報の定期的な公表を義務付けられる
ことになります。

・対象企業
常時雇用する労働者の数が300人を超える企業
（中小企業では中途採用がすでに活発であること等から、300人超企業が対象とされる）

・情報公表項目
「直近3事業年度の、正規雇用労働者の採用者数に占める中途採用者数の割合」となる予定。

※施行日：令和3年4月1日
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雇用保険法等の一部を改正する法律

需要が増大する育児休業給付への対応が強化される

・ 育児休業給付の新たな位置づけ
失業等給付から独立させ、「子を養育するために休業した労働者の生活及び雇用の安定
を図るための給付」と位置付けられます。
（育児休業給付は一貫して増加傾向にあり、失業等給付全体の中で「独自の保険料率
（当面の間は4/1,000）」を安定確保して運営される予定）

※現行のように、育児休業給付を失業等給付などと一体的に財政運営が行われる場合、
景気が悪化した際には、育児休業給付の伸びに加えて求職者給付の増加が相まって
財政状況が悪化、給付に影響を及ぼすことも懸念されます。
このため、育児休業給付については失業等給付とは異なる給付体系として明確に
位置づけられる趣旨になります。

※施行日：令和2年4月1日
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年金制度の機能強化のための国民
年金法等の一部を改正する法律

令和4年から、100人超企業では週20時間以上で社保加入が義務化

・短時間労働者※を社会保険の適用対象とする事業所の企業規模要件は段階的に引き下げられます。
（現行500人超→100人超→50人超）

※施行日：令和4年10月1日 （500人超から100人超へ引き下げ）
※施行日：令和6年10月1日 （100人超から50人超へ引き下げ）

※短時間労働者・・・
平成28年10月より、短時間労働者の被用者保険の適用は以下の
要件のすべてを満たす場合に拡大されています。

①週の所定労働時間が20時間以上あること
②雇用期間が1年以上見込まれること
③賃金の月額が8.8万円以上であること
④学生でないこと
⑤500人超の企業

・なお、雇用期間要件（上記枠内②）は、「1年以上」から「2か月超」に短縮されます。

※施行日：令和4年10月1日
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年金制度の機能強化のための国民
年金法等の一部を改正する法律

2か月以内雇用でも、契約更新見込があれば、最初から社保適用

雇用期間が２か月以内の場合であっても、
（ア）就業規則・雇用契約書等で、雇用契約が「更新される旨」、

または「更新される場合がある旨」が明示されている場合
（イ）同じ事業所で同様の雇用契約で働く社員が、契約更新された実例

がある場合
は、雇用契約の初めから被保険者となります。

※ただし、（ア）（イ）のいずれかに該当しても、
労使双方で雇用期間を超えて雇用しない合意があれば
契約期間を超える見込みはないと扱われます。

※事業所調査等の際は、労働者名簿等に基づき適用されて
ない従業員の雇用契約書等を確認し、（ア）（イ）の
いずれかに該当すれば、契約当初に遡及して適用する
指導がされます。 （第15回 社会保障審議会年金部会 資料2より）

※施行日：令和4年10月1日
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年金制度の機能強化のための国民
年金法等の一部を改正する法律

社労士事務所など、士業は「社会保険の強制適用事業所」となる

士業事務所は社保適用を受けられる法人割合が低く、また法人化には制度上の制約があります。
そのため、社会保険の適用拡大の観点から、士業事務所は強制適用とされる方向です。

（個人事業主本人は適用外）

（第15回 社会保障審議会年金部会 資料2より）

（第15回 社会保障審議会年金部会 資料2より）

※施行日：令和4年10月1日
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年金制度の機能強化のための国民
年金法等の一部を改正する法律

６５歳以上も引き続き就労すれば、毎年年金額が上がる

厚生年金の受給権を満たした後も継続して就労する場合、現行では退職時と70歳到達時に
この就労期間を反映して年金額が上がります。
改正後は、毎年年金額が上がるよう、定期的に改定されるようになります。

（第15回 社会保障審議会年金部会 資料2より）

※施行日：令和4年4月1日
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年金制度の機能強化のための国民
年金法等の一部を改正する法律

64歳までの年金は、給与が増えても支給が停止されにくくなる

60歳～64歳の年金（「特別支給の老齢厚生年金」といいます）は、現行では
賃金＋年金が28万（月）を超えると年金が停止されます（下記資料参照）。
これを、65歳以上の年金と同様の47万円（令和２年度額）まで引き上げます。

（第15回 社会保障審議会年金部会 資料2より）

※施行日：令和4年4月1日

この要件が65歳

以上と同じになる
（47万円）
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年金制度の機能強化のための国民
年金法等の一部を改正する法律

75歳まで年金の受給開始を待てば、84%の増額になる

現在60歳から70歳の間となっている年金の受給開始時期の選択肢※が拡大し、
60歳から75歳の間に、受給開始の時期を選べるようになります。

※年金の受給開始の時期を遅らせることを「繰下げ受給」といいます。

※施行日：令和4年4月1日

（第15回 社会保障審議会年金部会 資料2より）
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年金制度の機能強化のための国民
年金法等の一部を改正する法律

（第15回 社会保障審議会年金部会 資料2より）

（参考資料）
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年金制度の機能強化のための国民
年金法等の一部を改正する法律

iDeCo（個人型ＤＣ）は、６５歳未満まで加入できるようになる

今回の公的年金の機能強化の法改正により、公的年金の受給開始時期の選択の拡大など
を受けて、企業年金・個人年金の制度が拡充される方向です。

□ 確定拠出年金の加入可能年齢の引き上げ
・企業型ＤＣ：

（現行）厚生年金被保険者のうち65歳未満 → （改正後）70歳未満
・個人型ＤＣ（iDeCo）：

（現行）公的年金の被保険者のうち60歳未満 →（改正後）65歳未満

□ 受給開始時期等の選択肢を拡大
・企業型ＤＣ、個人型ＤＣ（iDeCo）の受給開始時期の上限年齢：

（現行）60歳から70歳の間 → （改正後） 60歳から75歳の間

□確定拠出年金における中小企業向け制度の対象範囲の拡大
・簡易企業型年金、中小企業掛金納付制度（ iDeCo＋）

（現行）100人以下→（改正後）300人以下

□ 企業型DC加入者のiDeCo加入の要件緩和

※施行日：令和4年5月1日

※施行日：令和4年4月1日

※施行日：公布日から６月を
超えない範囲で
政令で定める日

※施行日：令和4年10月1日
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パワーハラスメント防止措置の義務化

以下の３要素を全て満たせば、職場におけるパワハラと言われる
職場におけるパワハラの3要素は、以下の①～③になります。
（客観的にみて業務上必要かつ相当な範囲で行われる適正な業務指示・指導は該当しません）

※施行日：令和2年6月１日
（中小企業は令和4年4月1日）

（厚生労働省リーフレットより）
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パワーハラスメント防止措置の義務化

パワハラに該当すると考えられる代表的な類型

※施行日：令和2年6月１日
（中小企業は令和4年4月1日）

（厚生労働省リーフレットより）
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パワーハラスメント防止措置の義務化
※施行日：令和2年6月１日

（中小企業は令和4年4月1日）

（厚生労働省リーフレットより）

パワハラに該当すると考えられる代表的な類型
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パワーハラスメント防止措置の義務化 ※施行日：令和2年6月１日
（中小企業は令和4年4月1日）

事業主・労働者の責務として努める事項が、法律に明確化される

□ 事業主の責務

・職場におけるパワーハラスメントを行ってはならないこと等これに起因する問題
（ハラスメント問題）に対する労働者の関心と理解を深めること。

・その雇用する労働者が他の労働者※ に対する言動に必要な注意を払うよう研修を
実施するなど、必要な配慮を行うこと。

・事業主自身(法人の場合はその役員)がハラスメント問題に関する関心と理解を深め、
労働者※ に対する言動に必要な注意を払うこと。

□ 労働者の責務

・ハラスメント問題に関する関心と理解を深め、他の労働者※ に対する言動に注意を
払うこと。

・事業主の講ずる雇用管理上の措置に協力すること。

※労働者・・・取引先等の他の事業主が雇用する労働者や、求職者も含まれます。
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パワーハラスメント防止措置の義務化 ※施行日：令和2年6月１日
（中小企業は令和4年4月1日）

職場のパワハラ防止のために、以下を講じなければならない

□ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
・職場におけるパワハラの内容・パワハラを行ってはならない旨の方針を明確化し、

労働者に周知・啓発すること。
・行為者について、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等の文書に規定し、

労働者に周知・啓発すること。

□ 相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
・相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。
・相談窓口担当者が、相談内容や状況に応じ、適切に対応できるようにすること。

□ 職場におけるパワーハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応
・事実関係を迅速かつ正確に確認すること。
・速やかに被害者に対する配慮のための措置を適正に行うこと。
・事実関係の確認後、行為者に対する措置を適正に行うこと。
・再発防止に向けた措置を講ずること。

□そのほか併せて講ずべき措置
・相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、その旨を

労働者に周知すること。
・相談したこと等を理由として、解雇その他不利益取り扱いをされない旨を定め、

労働者に周知・啓発すること。
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パワーハラスメント防止措置の義務化 ※施行日：令和2年6月１日
（中小企業は令和4年4月1日）

企業としての望ましい取組にも、積極的な対応が求められる

□ 職場におけるパワーハラスメントを防止するための望ましい取組
・ セクハラ、マタハラ等と一元的に相談に応じる体制整備
・ パワハラの原因や背景となる要因を解消するための取組（研修、業務目標の適正化など）
・ アンケート調査や意見交換等の実施

□ 自らの雇用する労働者以外の者に対する言動に関し行うことが望ましい取組
（求職者やフリーランスなど）

・ パワハラ対応方針において、他社の労働者、求職者、個人事業主、インターンシップ
などに対しても同様の方針を示すこと

・ 適切な相談対応等に努めること

□ 他社の労働者等からのパワハラ、顧客等からの著しい迷惑行為などに関する望ましい取組
（雇用管理上の配慮として行うことが望ましい取組の例）

・ 相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
・ 被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して１人で

対応させない等）
・ 被害防止のための取組（マニュアル作成や研修等、業種・業態等の状況に応じた取組）
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その他

【各種保険料率等 】

・ 協会けんぽ 都道府県単位保険料率の変更 ※令和2年３月～
東京支部の一般保険料率 ９．87％（令和元年度は９．９０%）

・ 介護保険料率の変更 ※令和2年３月～
1.７9%（令和元年度は１．73％）

・ 子ども・子育て拠出金率
０．36％（３月分までは０．34％） ※令和2年４月～

・ 厚生年金保険料率の変更 ※平成29年９月～
1,000分の183（一般、坑内員・船員）

※平成２９年度以降、料率は固定。

【 厚生年金の標準報酬月額の上限改定 】 ※令和2年9月～

令和2年９月1日から、厚生年金の標準報酬月額の上限が改訂され、
最高等級は、現行の第31級（標準報酬月額62万円）から、
第32級（標準報酬月額65万円）へ改定される見込みです。
これにより、該当者は保険料の負担増が想定されます。


